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本文は p.19 へ
住宅の省エネルギー化に貢献する高断熱技術
　2007 年 11 月に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第四次評価報告書
によると、温暖化緩和策の重要施策として、住宅やビルなど建築物に関わるエネルギー消
費の削減が注目されている。また、国際エネルギー機関（IEA）は、2008 年 6 月に日本の
エネルギー政策をレビューした報告書 ｢Energy Policies Of IEA Countries - Japan 2008 
Review｣ において、住宅部門でのエネルギー効率に改善の余地が残ると言及している。
　家庭におけるエネルギー消費は、総じて暖房による消費割合が大きい。我が国では、札
幌の暖房消費量が全体の 5 割を超えているほか、那覇を除く各地域でも 2 割程度の消費
があり、冬季の暖房に伴うエネルギー消費を削減する重要性が理解できる。
　暖房に伴うエネルギー消費量（CO2 排出量）を低減させるためには、①「建物保温の省エ
ネルギー化 ｣ と②「暖房機器の高効率化 ｣ の両方をバランス良く向上させることが不可欠
である。我が国はこれまで、トップランナー基準を掲げて住宅における家電機器類の省エ
























































ことに成功し、その成果を 2008 年 11 月13 日号の
nature に発表した 1、2)。


















個のホールの合計 3 粒子による 2 種類の励起状態 
|↑↓,↑> と |↑↓,↓> が生じる（図表 1 参照）。図表
１のΩV とΩＨは光子の吸収と放出に伴って基底状態
（|↑> と |↓>）と励起状態（|↑↓,↑> と |↑↓,↓>）と
が交互に出現する Rabi 振動数であり、光の電界強
度に比例する。励起状態を通じて、２種類の基底状
態 |↑> と |↓> も周期的に出現するが、今回、赤外パ
ルス光を用いて、その観測に初めて成功した（図表 2）。





















































































































































科 学 技 術 動 向　2008年 12月号
6
　2008 年 10 月 20 日、川崎市と東京電力（株）は共同で、川崎市臨海部に合計出力約 2 万 kW の太陽光
発電所を建設するメガソーラー計画を発表した。2011 年度の運転開始を目指し、川崎市浮島地点に出
力約 7,000kW、扇島地点に出力約 13,000kW の太陽光発電所を建設する。一般需要家向けの太陽光発
電所としては国内最大級であり、年間約 2,100 万 kWh の発電電力量、年間約 8,900t の CO2 排出量削







3)　大平竜也、「再生可能エネルギーの普及促進策と技術課題」、科学技術動向、No.53、2005 年 8 月号：
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt053j/0508_03_feature_articles/200508_fa03/200508_fa03.html
扇島太陽光発電所（仮称）完成予想図
　2008 年 10 月 20 日、川崎市と東京電力㈱は共











は、一般家庭約 5,900 軒分に相当する約 2,100 万










2007 年度末で 4,250kW と小規模に留まっていた
が、2009 年度までに約 4 万 kW の建設に着手し、
2020 年度までに全国約 30 地点、約 14 万 kW のメ
ガソーラー発電所を建設する計画を発表している。












　なお、現在世界には 2 万 kW 以上の太陽光発
電所が 15 プラントあり、最大規模はスペイン
Olmedilla 発電所の 6 万 kW である。
出典：参考文献 1）
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy 
敷地面積：約 23 万ｍ2（東京ドームの約 5 倍）
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トピックス 5　観測気球による未知の高エネルギー宇宙線源の発見
　米国航空宇宙局 (NASA) は 2008 年 11 月 19 日、観測気球搭載機器により未知の高エネルギー宇宙






国の NASA および我が国の（独）宇宙航空研究開発機構 (JAXA) で行われている。
参　考
1)　NASA News Release 08-301 “Mysterious Source of High-Energy Cosmic Radiation Discovered”：
http://www.nasa.gov/home/hqnews/2008/nov/HQ_08-301_ATIC_paper.html




　米国航空宇宙局 (NASA) は 2008 年 11 月 19 日、
観測気球搭載機器により未知の高エネルギー宇宙線
源が発見されたと発表した。エネルギーが 300 ～
800 ギガ電子ボルト ( ギガは 10 の 9 乗 ) の宇宙線
電子が過剰に検出された。この発見に関する報告は



































































アナログ放送では 1 ～ 62ch が用
いられてきたが、デジタル放送は







































































































　図表 2 に示すように、A 地点に





この場合には A 地点から C 地点の
間で A 局が受信可能になる。同様
に B 局の放送は B 地点と D 地点の
間で受信可能である。
　A 局と B 局が同じ ch で放送され



















2003 年に「平成 15 年総務省令第






受信する際、C 地点には B 放送局
のアンテナからのデジタル放送が
妨害波として飛んでくる。二つの









































    































































である。A 放送局が 30ch を用い、
























































ン ネ ル を 用 い る 方 式 を Multi 
Frequency Network（MFN）
という。日本のデジタル放送方
式 Integrated Services Digital 
Broadcast ing -  Terrestr ia l
（ISDB-T）は、中継局も同じチャ





その場では「ISDB-T は SFN で構築
できる」と説明されている注 3）。当




















て調べると、19ch が 32 の中継局















de transmisión y sistemas de alertas de emergencia”ではSFNが強調されている。
（http://www.dibeg.org/seminar/0803Colombia_ISDB-T_seminar/2_ISBT_ews_Spanish.pdf）












































































































































められた。2008 年 1 月に特区に














































































































































































































































































































































































消費者も Public Interest Spectrum 
Coalition14）を組織して、これを支
援した 15）。このような圧力を受け





































































































































12）　Gregory Staple and Kevin Werbach, “The End of Spectrum Scarcity,” IEEE Spectrum (March 2004)：
http://www.spectrum.ieee.org/mar04/3811
13）　Wireless Innovation Alliance ウェブサイト：http://www.wirelessinnovationalliance.com/
14）　Public Interest Spectrum Coalition (PISC)ウェブサイト：
http://www.newamerica.net/people/public_interest_spectrum_coalition_pisc/recent_work








16）　“FCC's Martin backs ‘white space’ use, eyes Nov. vote,” CTIA SmartBrief（2008年10月）：
http://www.smartbrief .com/news/ctia/storyDetails . jsp?issueid=1F427BDB-88EE-42C4-AA81-
DF0ED0563ED5&copyid=2C430C09-EF44-476C-96DD-6865039640E6&brief=ctia&sb_code=rss&&campaign=rss
17）　Federal Communications Commission, “FCC adopts rules for unlicensed use of television white spaces,” (2008年11月)：
http://hraunfoss.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/DOC-286566A1.doc
18）　OFCOM, “Digital Dividend Review” （2007年12月）：http://www.ofcom.org.uk/consult/condocs/ddr/statement/
19）　OFCOM, “Broadcasters awarded licences for HD programmes on Digital Terrestrial TV,” (2008年10月)：
http://www.ofcom.org.uk/media/news/2008/10/nr_20081017
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情報通信分野における特許の活用：ライセンスして市場をリードする
05）  ITU-T TSB Director’s Ad Hoc 
IPR Group Website：


























































































ANSI American National Standards Institute
CDMA Code Division Multiple Access
DVD Digital Versatile Disc
IEC International Electrotechnical Commission
IETF Internet Engineering Task Force
ISO International Organization for Standardization
ITU-T  International Telecommunication Union Telecommunication 
Standardization Sector














































（International Energy Agency, 
IEA）は、2008 年 6 月 に 日 本 の
エネルギー政策をレビューした





































































































































































































































































































性能に関する EU 指令 ｣ が 2003











































































































































いる。2007 年 10 月 1 日には同政
令 EnEV 2007 が施行され、これ







































宅版 ｢ 燃費 ｣ のようなものである。







































































































































3  住宅におけるCO2 削減状況の概要









































め、｢ 複層ガラス ｣ が一般的であ





































































     






























































































　図表 7 の③「供給 1 次エネルギー















*1：2007 年調査値 （1998 年、板硝子協会調べ）
■用語説明■


























































































































































































































ラス」から ｢Low-E 材複層ガラス ｣
へと代替するだけで、東京・大阪
の場合 350、盛岡の場合 800（kg-
CO2/ 年・戸）程度の CO2 削減効果
があると見積もられている 25)。こ
れは年間の暖房用エネルギーで見
























































































































































































































































































































































































































































































































第 4 次評価報告書資料（2007 年 11 月）：http://www.ipcc.ch/ipccreports/ar4-syr.htm





4)　国土交通省、社会資本整備審議会建築分科会、第 4 回住宅・建築物省エネルギー部会、参考資料 1「住宅・建築分野
における省エネルギー対策について」（2007 年 12 月）：
http://www.mlit.go.jp/singikai/infra/architecture/energy_conservation/gijigaiyou4/04.pdf
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状と省エネ法の施行状況等」（2007 年 7 月）：
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70719c04j.pdf
6)　「建築技術 No.679」、株式会社建築技術発行、記事「世界の省エネルギー基準の概況 ｣、唐津智行著（2006 年 8 月）
7)　「建築技術 No.677」、株式会社建築技術発行、記事「建築物のエネルギー性能に関する EU（欧州連合）指令 ｣、唐津智
行著（2006 年 6 月）
8)　「建築技術 No.673｣、株式会社建築技術発行、記事「米国の基準はシミュレーションから仕様の基準まで６つの選択肢
がある ｣、唐津智行著（2006 年 2 月）
9)　「建築技術 No.667｣、株式会社建築技術発行、記事「ほぼ 5 年ごとに強化される英国の省エネルギー基準」、唐津智行著
（2005 年 8 月）
10)　「建築技術 No.669｣ 株式会社建築技術発行、記事「窓にガス入り複層ガラスを要求するドイツの基準」、唐津智行著（2005
年 10 月）
11)　経済産業省、改正省エネルギー法関連情報（2006 年 4 月）：
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/syouene/shouene.html















19)　板硝子協会ホームページ、統計資料、｢ 複層ガラス普及率推移（住宅用）」（2008 年 4 月）：
http://www.itakyo.or.jp/toukei/ecoglass_penetration_0804.pdf
20)　第 73 回総合科学技術会議、資料 3「民生部門における革新的なエネルギー利用による温暖化対策技術－超高効率ヒー
トポンプ－」（2008 年 1 月）：http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu73/siryo3.pdf
21)　科学技術動向、浦島邦子、戸潤敏孔、レポート ｢ 温室効果ガス削減に貢献する電力技術」、No.90、2008 年 9 月号：
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt090j/0809_03_featurearticles/0809fa01/200809_fa01.html
22)　電気事業連合会発行資料、｢ エネルギー・ノート No.13｣（2007 年 5 月）
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